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研究の背景
 
  
２０１１年の東日本大震災とそれに続く福島第一原子力発電所の事故は、原子力発電に依存してきた我が国のエネ
ルギー政策の再検討が求められる事態となり、今日に至っ
ている。２０１１年５月当時の菅直人政権は、原子力発電
を
53％に拡大するという 「エネルギー基本計画」 の白紙からの見直しを表明し、 新成長戦略実現会議の分科会として、
国家戦略担当大臣を議長としたエネルギー・環境会議を設置した。同年７月に公表された「革新的エネルギー・環境戦略に向けた中間的な整理」では、戦略の基本理念の一つとし
て「国民合意の形成に向けた三原則」 （原則１： 「反原
発」と「原発推進」の二項対立を乗り越えた国民的議論を
展開する。原則２：客観的なデータの検証に基づき戦略を
検討する。原則３：国民各層と 対話を続けながら、革新的エネルギー・環境戦略を構築する。 ）を掲げた。さらに、
12月には「基本方針
 ～エネルギー・環境戦略に関する戦略の選択肢の提示に向けて～」において、 「エネルギー・環
境戦略に関する選択肢の提示」を行い、国民的議論を進め
、革新的エネルギー・環境戦略を決定するという工程が示
された。選択肢は２０１２年６月
29日に提示され、以降「国民的議論」が開始された。
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国民的議論では、従来のパブリックコメントと、福島を含む全国
11ヶ所での意見聴取会の開催に加えて、 「討論型
世論調査」という手法が採用された
（
1）。政策形成に何らかの影響を与えることを前提として政府が実施したものと
しては、日本初であり世界初であるとされる。
 
 
本稿は、このような背景のもとに国民的議論の一環として実施された、日本初・世界初の政府による討論型世論調
査について、 （メディアとしての）新聞が一般の人々にどのよ
うに伝えたかを、全国紙・地方紙の記事件数により、そ
の一端を明らかにする。
 
 
２
 
討論型世論調査
（
2） （
3） 
  
政策に対する民意（市民の意思）を明らかにするために、しばしば意識調査や世論調査が実施される。これらの手
法は、偏りのない多くの市民の意思を捉えるのには適しているが、回答者が必ずしも十分な情報や議論をふまえているとは言えないため、 各意見の信頼性に問題があるとされる。 また国や自治体では、 パブリックコメントやタウンミーティングのよう 公募型の手法により民意を把握するこ
が多い。前者は、示された原案に対して市民が自由記述に
より意思決定者に意見を伝える であ 、後者は意思決定者が市民と直接対話をして、市民の意見を聞いたり、質問に答えたりしながら、市民の考えを把握するものであ ただしこ らの手法は、声の大きい人が参加しがちであり、サイレント・マジョリティ 意思が明らかにされない懸念がある される。そこで スタンフォード大学のジェイムズ・Ｓ・フィシュキン １９９０年代に、十分な情報 得て、じっくり考え 機会 市民に与えられることで、これらの問題を克服でき はずであるという想定にもとづき、世 （
poll）に討論（
deliberation）のプロセスを組
み入れた「討論型世論調査」の手法を考案・設計・実施した。
 
 
討論型世論調査と、従来の世論調査、パブリックコメント
、タウンミーティングとの違いは、図１の通り、参加者
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の無作為抽出の有無、及び、討論の有無により表すことができる
（
4）。
 
 
具体的には、①あるテーマについて、無作為抽出によって選ばれた市
民に対してアンケート調査（事前アンケート調査）を行い、②その回答者のなかから討論イベン への参加者を選出し、 ③事前に討論用資料を送付し、④討論イベントを開催して 少人数グループによる討論と、専門家を交えた全体会合を繰り返した後に ⑤再びアンケート調査（事後アンケート調査） を行い、 ⑥結果を分析し メディアを通じて公表するという流れで実施される（表１）
（
5）。
 
 
この手法は、 （１）厳密な無作為抽出を重視し
（
6）（２）討論イベント
参加者の合意を求めないことを特徴とする。これらは、日常的な状況では出会う確率の低い人々同士が対話する機会を作り し、 討論の過程において、参加者が異質な考えを理解し、より公平な判断力を獲得するとともに、同調の圧力や集団分極化（討論によって 各参加者がもともと持っていた意見が討論前と比べてより極端な方向にシフトする状況） を回避する等の効果がもたらされることを意図 ている。
 
 
１９９４年にイギリスで、犯罪をテーマとする最初の討論型世論調査が行われて以来、現在までにアメリカ、イギ
リスを中心に
18カ国で、全国・自治体・地域規模の調査が少なくとも
70回以上は実施されている。テーマは、エネ
ルギー政策、国民健康保険制度、地域経済、移民政策、ユーロへの通貨統合など、主に公共政策に関して論争的なものが設定される。日本では、２００９年に道州制をテーマとして、神奈川県と東京工業大学坂野研究室の共同事業により実施されたのが最初である。以降、２０１０年には藤沢市で自治体総合計画をテーマとして、２０１１年には公
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 討論型世論調査、世論調査、タウンミーティング、
パブリックコメントの違い（４） 
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表１ 手法の概要（５） 
①事前アンケート調査 
討論イベントの２ヶ月前程度に，おおむね 1000 人程度を対象と
して，政策案件に対する態度や，関連知識の有無，個人属性等
の設問を調査項目として実施される。設問は，政策に対する態
度決定の背後にある要因を分析することが出来るように設計さ
れる。 
調査の実施は，世論調査の専門機関との協力が推奨される。
②討論イベント参加者の 
 募集 
事前アンケート回答者に対して，討論イベントへの参加を承諾し
た人々の中から参加者を決定する。調査結果を統計的に検定
するため，参加者の規模は300人以上あることが望ましいとされ
る。 
討論イベントの参加者には，宿泊費，交通費，謝礼が支払われ
る。 
③討論用資料の作成と配布
討論用資料の内容は，政策案に対して代替案を提示し，両者の
メリット，デメリットを示すことが標準的である。中立性の確保の
ために，賛否両論の立場に立った専門家の参加が必要であると
される。資料は討論イベントの一ヶ月前に参加者に送付される。
資料についての，口頭説明は一切行われない。 
④討論イベントの開催 
週末を利用して２泊３日程度で行われることが多い。 
討論用資料による効果を明らかにするため，イベント会場の到
着時に参加者に対して，事前アンケート調査と同内容の直前ア
ンケート調査を行う。 
討論は，市民同士が１５名程度で対話を行う小グループ会議
と，専門家に市民が質問をする全体会議により構成される。 
全体テーマを小テーマに分け，小テーマごとに，小グループ会
議と全体会議が行われる。 
小グループ会議では，全体会議での専門家に対する質問を決
定する作業を行う（政策案に対する合意形成は行わない）。進
行は，専門のファシリテーターが行う。ファシリテーターは，特定
の少数者による議論の独占や，議論に参加できない人が出な
いように配慮すること，さまざまな論点や観点について，バラン
スよく議論が行われるように配慮することが，その役割とされ，
意見の取りまとめを行うことや，専門用語の解説を行うことは禁
止されている。 
全体会議では，各グループの質問に対して，専門家が簡潔に回
答する（専門家間の意見交換は行わない）。専門家には，学識
経験者だけではなく，政策案件に対する賛否を述べるのにふさ
わしい，様々な立場の者（例えば，業界団体代表者やジャーナ
リストなど）も含まれる。 
⑤事後アンケート調査 
討論イベント前後の態度変化を調べるために，事前アンケート
調査と同内容の調査を行う。 
⑥調査結果の分析と公表 
討論イベント参加者の代表性，態度変化の要因，プロセス全体
に対する評価等の分析を行う。分析結果は，メディアを通じて公
表される。 
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的年金制度に関して、及び、ＢＳＥをめぐる食の安全・安
心をテーマとして実施されており、本稿で対象とする「エ
ネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査」は、６回目の実施となる。
 
 
討論型世論調査の結果は、意思決定者に報告されるとともに、マスメディアを通じて一般市民にも伝達される。政
策決定に直接影響した事例もあるが、今のところ結果の影
響力については限界があると指摘されている。坂野は、政
策に反映するような制度化 つい は、コミュニケーションが水平的学習モードから垂直的な要望型になってしまう可能性、中立性の確保や中立性 対する疑いを払拭する困
難さなどから、意思決定者がその結果をどのように受けと
めたかの説明責任を果たす程度にとどめておく方がよいと述べてい 。また、結果 公表においては、マスコミとの連携が課題であると指摘する
（
7）。
 
 
３
 
「エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査」
（
8） 
  
「エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査」は、２０１２年６月にエネルギー・環境会議が提示した「エ
ネルギー・環境に関する選択肢」 （３つのシナリオ） ついて、国民がど ような意見を持っているかを調査することを目的として、政府から独立した「エネルギー・環境の選
択肢に関する討論型世論調査実行委員会」 （実行委員長は曽
根泰教（慶応義塾大学教授） 、委員は柳下正治（上智大学教授） 、柳瀬昇（駒沢大学准教授） ）の運営により実施された。「エネルギー・環境に関する選択肢」とは、原発依存度を下げ、化石燃料依存を下げ、ＣＯ
２
を削減するシナリオの
ことであり、２０３０年 おけ 原子力発電の電源構成をもとに、ゼロシナリオ（原子力発電の構成比ゼロ 、
15シ
ナリオ（原子力発電の構成比
15％） 、
20～
25シナリオ（原子力発電の構成比
20～
25％）からなる。
 
 
本調査を実施するにあたり、アンケート調査の質問紙や討論資料、会議運営等について 専門的見地からの意見を
求めるため、及び、公式の討論型世論調査の手法に従って
実行されているかどうかを監修するために、監修委員会が
（ 30 ） 
設置された。委員には、討論型世論調査の発案・開発者であるジェームズ・Ｓ・フィシュキンら３名が就任した。また、エネルギーや環境の専門家（８名）からなる専門家委
員会と、調査が中立かつ適切に運営されているかを検証す
る第三者委員会（委員長は小林傳司 大阪大学教授） 、委員は
北村正晴（東北大学名誉教授・㈱テムス研究所所長） 、
若松征男（東京電機大学教授） ）も設置された。
 
 
専門家委員会の構成は以下の通りである（所属は開催当時・五十音順） 。
 
 
植田
 和弘
 （京都大学大学院経済学研究科教授）
 
枝廣
 淳子
 （幸せ経済社会研究所所長）
 
大島
 堅一
 （立命館大学国際関係学部教授
 
荻本
 和彦
 （東京大学生産技術研究所特任 ）
 
崎田
 裕子
 （ジャーナリスト、環境カウンセラー）
 
田中
 知
 
 
（東京大学大学院工学系研究科教授）
 
西岡
 秀三
 （地球環境戦略研究機関研究顧問）
 
松村
 敏弘
 （東京大学社会科学 所教授）
 
 
 
前章の表１に基づく全体の流れは、以下の通りである。
 
①事前アンケート調査
 
 
２０１２年７月７～
22日に、全国の
20歳以上の男女を対象として、コンピュータで無作為に数字を組み合わせた
番号に電話をかけて調査をする、ＲＤＤ方式による世論調査（事前アンケート調査）が実施された。有効回答数は
6849
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件、回答率は
56.8％であった。
 
②討論イベント参加者の募集
 
 
事前アンケート調査の回答者のうち、討論フォーラム
（討論イベント）への参加を表明をしたのは、
301名（男性
199
名、 女性
102名） であった。 参加者にはフォーラムのために必要な交通費、 期間中の宿泊や食事が支給されるとともに、
謝金が支払われた。
 
③討論用資料の作成と配布
 
 
討論用資料は、実行委員会が監修委員会と専門家委員会の委員による意見をふまえて作成した。参加予定者には、
７月
27日より郵送された。
 
④討論イベントの開催
 
 
８月４～５日に慶應義塾大学三田キャンパスで開催された。当日の参加者は
286名（男性
192名、女性
94名）であっ
た。両日のスケジュールは以下の通りである。
 
 １日目（８月４日）
 
 
14時～
15時
 
 
 
 
 
全体説明会（エネルギー・環境の選択肢に関する討論型世論調査の実施の意義について）
 
 
 
 
直前アンケート調査（事前アンケート調査と同様の内容で
25分間）
 
 
小テーマ①「エネルギー・環境とその判断基準を考える」に関する小グループ討論と全体会議
 
 
15時
15分～
16時
45分
 
小グループ討論
 
 
17時
15分～
18時
45分
 
全体会議
 
 
（
19時～
20時
30分
 
夕食会）
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２日目（８月５日）
 
 
小テーマ②「２０３０年のエネルギー選択のシナリオ
を考える」に関する小グループ討論と全体会議
 
 
9時～
10時
30分
 
小グループ討論
 
 
10時
50分～
12時
20分
 
全体会議
 
 
12時
20分～
12時
50分
 
全体説明 、事後アンケート調査
 
 
（
12時
50分～
13時
50分
 
昼食）
 
  
小グループ討論は、約
15人ずつに分かれて行われた。進行役（ファシリテーター）は、討論型世論調査の手法やグ
ループ討論の運営についての一定の知見を持つ経験者から実行委員会が選出した。進行役に対しては、７月
23日に説
明会、討論フォーラムの前日（８月３ ）に事前研修が行われた。
 
 
小グループ討論には１時間半が充てられ、うち、１時間
15分はテーマに関する自由な意見交換、残り
15分は全体
会議で専門家に尋ねる質問をまとめるという流れで進行した。全体会議は、実行委員長が司会を務め、各グループからの質問に対して、専門家（小テーマ１回につき４名ずつ）がそれぞれ２分程度で回答する形式で した。参加者には、パネリストの顔写真、所属や肩書き、専門分野などを簡潔にまとめた、Ａ４判１枚の資料が配布された。
 
⑤事後アンケート調査
 
 
事前アンケート調査と同様の内容に加えて、討論フォーラムの運営の評価に関する質問が設定された。２日目（８
月５日）の途中で１名が帰宅 たため、最終的なデータ数は
285件となった。
 
⑥調査結果の分析と公表
 
 
事前・直前・事後のアンケート調査の結果を比較し、例えば次のような 小グループ討論と全体会議を通じた参加
者の意見の変化が明らかにされた。
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・エネルギー選択のための判断基準については、事後アンケート調査において、 「安全性の確保」と「安定供給」が
大幅に増加した。
 
・３つのシナリオについては、事前アンケート調査から「ゼロシナリオ」の支持が高かったが、事後のアンケート
調査において大幅に増加した。
 
また事後アンケート調査では、 ８割弱の参加者がフォーラムへ
の参加について 「自分の考えを明瞭にした」 と回答した。
 
 
実行委員会は、すべての結果を収録した「調査報告書」を８月
27日に公表し、監修委員会、第三者検証委員会も、
それぞれ報告書を公表した。
 
 
各種のメディアに対しては、 発足直後の７月
12日に記者会見 （討論型世論調査の実施概要や実行体制など） 、 ７月
31
日にプレスリリース（参加予定者数や討論の決定など）を
行った。また、進行役の事前研修や討論フォーラムの当日
には報道機関の取材を受入れ、 小グループ討論での参加者 様
子や全体会議での質疑応答の様子が社会に知らされた。
討論フォーラムの１日目には
29社
84名、２日目には
26社
104名もの記者が集まった。全体会議の様子は、ＵＳＴＲＥ
ＡＭでインタ ネット中継された。
 
 
４
 
新聞記事に関する調査の概要
 
 （１）調査方法
 
 
まず、全国紙（５紙）と地方紙（
45紙）の記事を収録するデータベース「日経テレコン」により、見出し、本文の
いずれかに「討論型世論調査」の用語が使用されている記事を収集した（ 「討論型世論調査」をキーワードとする完全一致検索） 。次に、検索された記事について、 「政府 よる「エネルギー・環境 選択肢に関する討論型世論調査」を伝える主旨であるか」という観点から内容を確認し、調査
対象を確定した。その際に、以下のような記事も調査対象
（ 34 ） 
外とした。
 
・日程のみを記した記事
 
 
「プレーバック１週間
 
２０１２年８月４日―８月
10日
 
２０１２年８月
11日
 
朝日新聞」
 
 
「８月
20日―
26日（今週の予定）２０１２年８月
20日
 
日本経済新聞
 
朝刊」など。
 
・選挙の候補者がアンケートの回答の中で言及している記事
 
 
「参院山口補選
 
候補者アンケート〈３〉２０１３年４月
20日
 
中国新聞
 
朝刊」など。
 
 
なお、討論型世論調査とほぼ同様の手法で実施された、民間機関による「エネルギー・環境戦
略市民会議」 （川崎市民対象・ ２ ７ ～８月） 、及び、同年７月の滋賀県による原発・エネルギーをテーマとする「対話型アンケート」の実施に関する記事については、本文中に（多少とも）政府による討論型世論調査について記されているものは調査対象 含めた。
 
 
以上のようなプロセスを経て、２０１３年
12月
26日現在で、全国紙
221件、地方紙
507件の記事
を抽出し（表２） 、紙名別の件数や、時系列での 事件数を集計した
（
9）。
 
 （２）調査結果
 
 
 
①紙名別の件数
 
 
全国紙・地方紙ともに、紙名による件数のばらつきが見られた（表３、表４） 。全国紙では、朝日新聞が圧倒的に多
く（
74件） 、読売新聞と日経新聞は朝日新聞の半数以下であった（それぞれ
28件・
25件） 。地方紙では、東京新聞の
41
件が最多であり、続いて、信濃毎日新聞（
35件） 、北海道新聞（
34件） 、中日新聞（
31件）の順に多い。一方で、山
形新聞、北國新聞、徳島新聞は一件、十勝毎日新聞、上毛新聞、埼玉新聞、北日本新聞、山梨日日新聞、伊勢新聞、大阪日日新聞、紀伊日報、日本海新聞、大分合同新聞の
10紙は０件であった
（
10）。件数が
10件以下の
14紙の多くは、
表２ 調査対象 
件数 
全国紙 221 
地方紙 507 
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社説・論説であった（表５） 。
 
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
②時系列の件数
 
 
掲載年月による件数を表６と表７に示す。表６では件数の
多い年月について、記事内容に関連する主な動向を付記
した。
 
表３ 全国紙 
紙名 件数
朝日新聞 74
毎日新聞 53
産経新聞 41
読売新聞 28
日経新聞 25
表４ 地方紙 
紙名 件数 紙名 件数
東京新聞 41 新潟日報  5
信濃毎日新聞 35 河北新報  4
北海道新聞 34 岐阜新聞  4
中日新聞 31 愛媛新聞  4
東奥日報 27 南日本新聞  3
西日本新聞 27 茨城新聞  2
佐賀新聞 24 伊豆新聞  2
福島民報 23 神戸新聞  2
静岡新聞 22 山形新聞  1
中国新聞 22 北國新聞  1
熊本日日新聞 21 徳島新聞  1
秋田魁新報 20 十勝毎日新聞  0
長崎新聞 20 上毛新聞  0
四国新聞 19 埼玉新聞  0
岩手日報 16 北日本新聞  0
宮崎日日新聞 16 山梨日日新聞  0
琉球新報 16 伊勢新聞  0
沖縄タイムス 16 大阪日日新聞  0
京都新聞 14 紀伊日報  0
下野新聞 13 日本海新聞  0
福井新聞  8 大分合同新聞  0
山陽新聞  7 神奈川新聞(10)  0
高知新聞  6   
表５ 社説の比率（記事件数が 10 件以下の地方紙） 
  記事件数 内・社説 比率（％） 備考
福井新聞 8 4 50 
山陽新聞 7 7 100 
高知新聞 6 6 100 
新潟日報 5 3 60 
岐阜新聞 4 4 100 
愛媛新聞 4 4 100 
河北新報 4 2 50 
南日本新聞 3 2 67 
茨城新聞 2 2 100 論説
神戸新聞 2 1 50 
伊豆新聞 2 0 0 
山形新聞 1 1 100 
徳島新聞 1 1 100 
北國新聞 1 0 0 
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表６ 時系列による記事件数（全国紙・地方紙） 
掲載年月 朝 日 
毎 
日 
読 
売 
産
経
日
経
全国紙
合計 
地方紙
合計※ 備考（主な動向） 
2012/6  5  2   2  9   8
［29 日］「エネルギー・環境会議」によるエネルギー
政策の選択肢の最終案、８月末の決定に先立って行う
「国民的議論」の方法（意見聴取会、パブリックコメ
ント、討論型世論調査の実施）が発表される。 
2012/7  9  7  3  9  1  29  54
［13 日］「討論型世論調査（ＤＰ）」の実行委員会委
員長らによる、調査の進め方に関する記者発表 。 
［31 日］同実行委員会により、参加予定者が 301 名
であることが発表される。 
2012/8 30 30 20 24 19 123 299
［4~5 日］討論フォーラムの開催。 
［22 日］実行委員会により調査結果が公表される。
［22,27,28 日］政府の「国民的議論に関する検証会
合」の開催。「少なくとも過半の国民は原発に依存
しない社会を望んでいる」と総括される。 
2012/9 10  7  2  5  3  27  52
［14 日］「エネルギー・環境会議」において、「2030
年代に原発の稼動をゼロ」を目指す新政策「革新的
エネルギー・環境戦略」がまとまる。 
2012/10  2  3  2   7   4  
2012/11  2  1   3  12 ［16 日］衆議院解散 
2012/12  5  3    8   8
［16 日］衆議院選挙 
［28 日］自民党政権が、民主党政権による「2030 年
代に原発稼働ゼロ」の政策目標を見直す意向を明ら
かにする。 
2013/1  1   1  11  
2013/2   0   1  
2013/3  3   3   7  
2013/4  2  2   4   1  
2013/5  1   1   0  
2013/6  3  1    4  16
［14 日］「エネルギー白書」2012 年版が閣議決定さ
れる。民主党政権による「2030 年代に原発ゼロ」の
方針や、国民的議論で「2030 年に原発ゼロ」の支持
が多かった事実は盛り込まれていない。 
2013/7   0   8 ［21 日］参議院選挙 
2013/8   0   1  
2013/9   0   3  
2013/10  1   1   0  
2013/11   0   1  
2013/12  1     1  21
［6 日］経済産業省の諮問機関である総合資源エネ
ルギー調査会により、政府の中長期的なエネルギー
政策の指針となる「エネルギー基本計画」の素案を
提示される。原発を「重要なベース電源」と評価し
たうえで、「原子力規制委員会によって安全性が確
認された原発について再稼働を進める」と明記して
いる。 
合計 74 53 28 41 25 221 507  
※ 地方紙に関する紙名ごとの件数は表７を参照のこと 
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表
７
 
時
系
列
に
よ
る
記
事
件
数
（
記
事
件
数
が
10
件
以
上
の
地
方
紙
）
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最も早い時期に掲載されたのは、 ２０１２年６月
20日の朝日新聞に 「原発割合の決定に 「討論型世論調査」 を導入」
を見出しとする「政府は今夏に原発やエネルギーの基本政策をまとめるにあたり、新たに「討論型世論調査（ＤＰ） 」という手法を り入れる。７月に通常の世論調査をしたうえで、８月に回答者どうしで討論会を開く。いろいろ意見を出してもらい、エネルギー政策を決める際の参考にするという。 ・・・」という記事 あった。地方紙では、２０１
２年６月
29～
30日に、政府が国
民的議論の方法として討論型世論調査を実施すると発表したことを内容とする記事が最初である。全国紙・地方紙ともに、討論フォーラムが開催され、 その結果が公表された２０１２年８月の件数 圧倒的に多く、 続いてそ前後の７月と９月が いが、 その後の件数は急激に減少して る。震災から２年後にあたる２０１３年３月の件数も全国紙で４件、地方紙では７件と少ない。 ８は全国紙・地方紙で の多い２０１２年７月から９ について、 上旬 （１～
10日） 、 中旬 （
11～
20日） 、
表８ 時系列による記事件数（2012 年 7～9月） 
掲載時期 全国紙（件数） 地方紙（件数） 
2012/7 上旬  8   9 
2012/7 中旬 13  34 
2012/7 下旬  8  11 
2012/8 上旬 39  84 
2012/8 中旬 13  76 
2012/8 下旬 ７１ 139 
2012/9 上旬 14  22 
2012/9 中旬  7  23 
2012/9 下旬  6   7 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 時系列による記事件数の割合（2012 年 7～9 月） 
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下旬（
21日～）の区分で集計した結果である。８月上旬（全国紙
39件・地方紙
84件）は８月４～５日の討論フォー
ラムの実施に関する記事であり、下旬（全国紙
71件・地方紙
139件）は実行委員会による調査結果の公表、及び、政
府の「国民的議論に関する検証会合」による、パブリックコメント、意見聴取会、討論型世論調査の総括の内容に関
する記事である。 図２では、 各区分の件数の、 ７月から９月の総数 （全国紙
179件・地方紙
405件）に占める割合について、全国紙と地方紙を
並記した結果を示している。おおむね同様の傾向が見られるが、２０１２年８月中旬は地方紙の占める割合が大きい。 この時期は両紙ともにほとんどが、 国民的議論として実施されていたパブリックコメントの件数が８万件を超えたことを主な内容とする記事であるが、 地方紙ではそれに、同年８月
12日に民間の機関が実施した川崎市民対象の
討論型世論調査に関する記事件数が加わるた である。
 
 
図３では、各年月の件数の総数に占める割合について、全国紙と地
方紙を並記した結果を示している。 討論フォーラムや結果の公表の時期（２０１２年７～９月） 件数が多い状況につい は、記者発表の機会が設定されていたことなどから、いわば必然とも える。一方で件数は少ないものの、２０１２年
10月以降も引き続き、全国紙では
朝日新聞と毎日新聞で、 地方紙でもいずれかの新聞に記事が掲載されている。特に件数が多いのは、２０１２月
12月、２０１３年６月、
７月、
12月である。２０１２年
12月は衆議院選挙の前後、及び、自
民党政権が民主党政権による「２０３０年代に原発稼働ゼロ」の政策
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 時系列による記事掲載の傾向 
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目標を見直す意向を明らかにした記事であり、地方紙よりも全国紙の割合が高い。２０１３年６月は、自民党政権下で閣議決定された「エネルギー白書」２０１２年版に、民主党政権による「２０３０年代に原発稼働ゼロ」の方針や、それが国民的議論で多くの支持を集めた事実が盛り込まれていないことを内容とする記事、翌７月は参議院選挙に関する記事、
12月は経済産業省による「エネルギー基本計画」素案に原発の再稼働が明記されたという記事であった。
これらの時期については、全国紙よりも地方紙の割合が高い。
 
 
５
 
おわりに
 
  
以上のように本稿では、 民主党政権のもとで実施された、 エネルギー問題をテーマとする討論型世論調査に関して、
記事件数にもとづき、新聞が人々 「どの程度伝えたか」の実態を明らかにした
 
 
全国紙・地方紙ともに、紙名による件数の多寡が生じており、また、複数の地方紙で記事が一つもない状況がある
など、各新聞社の関心度は様々であったといえる。
 
 
時系列では、討論フォーラムが開催され、その結果が公表された２０１０年８月に記事が集中していた。この時期
（特に８月上旬）には、第１章で記した「討論型世論調査」の手法に関する説明が、多くの記事の本文に盛 込まれており、その意義を含めて人々に伝える機能を新聞が一定程度果たしたといえ 。一方で８月下旬は 実行委員会により今般の討論型世論調査の結果が公表されたことを伝える記事 件数よりも、政府の「国民的議論に関する検証会合」が「少なくとも過半の国民は原発に依存しない社会 望
んでいる」と、国民的議論全体の結果を総括した内容の
記事が圧倒的に多い。従って、各記事における手法につい
ての説明が、８月上旬に比べて希薄である点は否めない。
 
 
一部の新聞では２０１２年
10月以降も、国政選挙や原発・エネルギー政策に関する政府の動きに関する記事におい
て引き続き言及している状況も見出された。主に政権交代以降の政府の原発に関する政策動 論じる際に 前政権
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の政策が「国民的議論による民意」を基盤としていた（少なくとも、基盤としようとしていた）ことを表す文脈で取り上げられている。このことは、前政権による国民的議論のインパクトの大きさを表すものと えよう。今後も同様の文脈の記事を通して人々に伝え続けられるとすれば、今
般の討論型世論調査の結果は、無作為抽出により選ばれた
市民が、テーマに関する十分な情報と、討論を通じて考える機会を得ることにより表明された意思であること、すなわち、一般の世論調査や、既存のパブリックコメント、タウンミーティングとは異なる特徴を有することを改めて伝える文言を記事に付すこと より適切な情報提供を意図 ことになると考える。
 
今後は、記事内容の分析・検討を通して「どのように伝えたか」を把握し、原発やエネルギー政策をはじめ、公共
政策に関する民意を明らかにする手法と（メディア して
の）新聞の関係を、さらには、政策決定に関わる世論形成
における（メディアとして ）新聞が果 べき機能を追究すること 目指している。
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